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第３次一括法に伴う条例制定 概要書 

 

■１ 条例制定の経緯 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法

律（平成２５年法律第４４号） 「第３次一括法」 」の施行に伴い，従来，介護保険法や厚生労働省令

で定められていた介護予防支援事業所の人員等に関する基準等及び包括的支援事業の実施に係る

基準について，市町村の条例で定めることとされました。 

 なお，条例は平成２７年３月３１日までに制定することとされており，本市においては平成２７年４月１

日施行を予定しています。 

 

 

■２ 市町村の条例で定めることとされた基準 

 

（１） 指定介護予防支援等の基準 

（関係法令） 

・介護保険法第５９条第１項第１号 

・介護保険法第１１５条の２４第１項，第２項 

・指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３７号） 

 

（２） 指定介護予防支援事業の申請者の基準 

（関係法令） 

・介護保険法第１１５条の２２第２項第１号 

   ・介護保険法施行規則第１４０条の３４の２ 

 

（３） 包括的支援事業の実施に係る基準 

（関係法令） 

・介護保険法第１１５条の４６第４項 

・介護保険法施行規則第１４０条の６６ 

 

 

■３ 制定する条例 

 

（１） つくばみらい市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（案） 

 

（２） つくばみらい市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例

（案） 
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■４ 基準類型 

今回制定する条例は，現行の厚生労働省令で定められた基準について，その内容によって「従うべ

き基準」と「参酌すべき基準」の２つに分類され，それぞれの基準で許容される範囲内で制定することと

されています。 

 

基準の類型 内 容 

従うべき基準 

 

省令で定める基準に従い，必ず適合しなければならないも

のであり，当該基準に従う範囲内で地域の実情に応じた内

容を定める条例は許容されるもの 

参酌すべき基準 

 

基準を十分参酌したうえで，地域の実情に応じて，異なる内

容を定めることが許容されるもの 

※今回の条例制定にあたっては「標準」に区分されるものはありません。 

 

 

■５ 基準設定の考え方 

条例の制定にあたっては，その内容の多くが，本市の実情に国の基準を上回る内容や異なる内容

を定めるほどの特段の事情，地域性が認められないことから，原則として，国の基準に基づき条例を

定めることとします。 

ただし，介護予防支援の適正な提供という観点から，記録の整備に関する事項については，次のと

おり本市独自の基準を定めることとします。  

 

つくばみらい市独自基準（案） 

（１） 記録の整備 

     介護予防支援の提供に関する記録の保存期間を２年間から５年間に延長します。 

  

（２） 考え方   

介護予防支援事業者に対する介護予防支援介護給付費の財源は，半分が介護保険料で，残

りの半分を国，県，市の公費で負担している。 

事業者が不適正な給付費の支給を受けた場合には，給付費の返還請求をすることになる。厚生

労働省令では，介護予防支援の提供に関する記録の保存期間は２年と規定されているが，給付

費の返還請求権は，地方自治法第２３６条第１項の規定により５年と定められている。 

このため，本市では，事業者に対し介護予防支援の提供に関する記録の５年間の保存を義務

付け，不適正な給付費の支給があった場合には，５年間さかのぼることができるようにする。 
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■６ 基準の概要 

（１） つくばみらい市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定地介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（案） 

 

基準の概要 類型 

第
１
章 

総
則 

基本方針 ・事業及び事業者に関する基本方針 参酌 

・事業申請者を法人とする。 従う 

第
２
章 

人
員
に
関
す

る
基
準 

従 業 者 の

員数 

・事業所ごとに必要な数の「保健師」等を１人以上置く。 従う 

管理者 ・事業所事業所ごとに常勤専従の管理者を置く。ただし，管理上

支障がない場合は，事業所の他の職務，地域包括支援センター

の職務に従事できる。 

従う 

第
３
章 

運
営
に
関
す
る
基
準 

内 容 及 び

手 続 の 説

明 及 び 同

意 

・運営規程等の概要を記した重要事項説明書を交付して説明を行

い，利用申込者の同意を得る。 

・介護予防サービス計画が基本方針及び利用者の希望に基づき

作成されるものであること等の説明及び理解を得る。 

従う 

 

 

 

・利用申込者又はその家族から申出があった場合には，重要事

項説明書に代えて，磁気ディスク，ＣＤ-ＲＯＭ等により提供でき

る。 

参酌 

提 供 拒 否

の禁止 

・正当な理由なく指定介護予防支援の提供を拒んではならない。 従う 

サービス提

供 困 難 時

の対応 

・利用申込者に対し適切な介護予防支援を提供することが困難な

場合，他の事業者の紹介など必要な措置を講じる。 

参酌 

受 給 資 格

等の確認 

・被保険者証により，資格，認定の有無及び認定の有効期間を確

かめる。 

参酌 

要 支 援 認

定 の 申 請

に係る援助 

・事業者は，被保険者の要支援認定に係る申請について，利用申

込者の意思を踏まえ，必要な協力を行う。 

参酌 

身分を証す

る書類の携

行 

・事業者は担当職員に身分を証する書類を携行させ，必要に応じ

て提示させる。 

参酌 

利 用 料 等

の受領 

・事業を提供した際にその利用者から支払いを受ける利用料と介

護予防サービス計画費の額との間に，不合理な差額が生じない

ようにする。 

参酌 
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基準の概要 類型 

第
３
章 

運
営
に
関
す
る
基
準 

保 険 給 付

の 請 求 の

た め の 証

明 書 の 交

付 

・提供した事業についての利用料の支払いを受けた場合には，そ

の利用料の額等を記載した「指定介護予防支援提供証明書」を利

用者に交付する。 

参酌 

指 定 介 護

予 防 支 援

の 業 務 の

委託 

・事業者が指定介護予防支援の一部を委託する場合に遵守する

事項 

参酌 

法 定 代 理

受領サービ

スに係る報

告 

・毎月，市町村に対し，介護予防サービス計画において位置づけ

られている指定介護予防サービス等のうち法定代理受領サービ

スとして位置付けたものに関する情報を記載した文書を提出す

る。 

参酌 

利 用 者 に

対する介護

予防サービ

ス 計 画 等

の 書 類 の

交付 

・要支援認定を受けた利用者が要介護認定を受けた場合等にお

いて，直近の介護予防サービス計画等の書類を交付する。 

参酌 

利 用 者 に

関する市へ

の通知 

・事業者が市に対し，遅滞なく意見を付して通知する事項 参酌 

管 理 者 の

責務 

・管理者の責務に関する事項 参酌 

運営規程 ・運営規程で定める重要事項に関する項目 参酌 

勤 務 体 制

の確保 

・適切な指定介護予防支援を提供できるよう従業者の勤務体制を

定める。 

・従業者の資質向上のため研修機会を確保する。 

参酌 

設 備 及 び

備品等 

・事業を行うための必要な広さの確保するとともに，必要な設備及

び備品等を備える。 

参酌 

従 業 者 の

健康管理 

・従業者の清潔保持及び健康状態について，必要な管理を行う。 参酌 

掲示 事業所の見やすい場所に，運営規程の概要，勤務体制，重要事

項説明書等を掲示する。 

参酌 
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基準の概要 類型 

第
３
章 

運
営
に
関
す
る
基
準 

秘密保持 ・従業者は，正当な理由なく，その業務上知り得た利用者等の秘

密を漏らしてはならない。 

・事業者は，正当な理由なく，秘密を漏らすことのないよう必要な

措置を講じる。 

・サービス担当者会議等で個人情報を用いる場合は，あらかじめ

利用者等の同意を文書により得ておく。 

従う 

広告 ・事業所の広告をする場合においては，その内容が虚偽又は誇

大なものであってはならない。 

参酌 

介 護 予 防

サービス事

業者等から

の 利 益 収

受 の 禁 止

等 

・事業者，管理者及び従業者は，利用者に対して特定の介護予防

サービス事業者等を利用するよう指示等を行ってはならない。 

・当該介護予防サービス事業者等から金品等の利益収受をして

はならない。 

参酌 

苦情処理 ・事業者が利用者等からの苦情に対し，迅速かつ適切に対応する

ための方策に関する事項 

参酌 

事 故 発 生

時の対応 

・事業の提供により事故等が発生した場合は市，利用者の家族等

に連絡するとともに，必要な措置を講じ，その状況や処置等につ

いて記録する。 

・賠償すべき事故が発生した場合は，損害賠償を速やかに行う。 

従う 

会 計 の 区

分 

・事業所ごとに経理を区分するとともに，事業の会計とその他の会

計を区分する。 

参酌 

記 録 の 整

備 

・利用者に対する事業の提供に関して，従業者，設備，備品及び

会計に関する記録を整備する。 

・記録の保存期間は，事業の提供の完結の日から５年間 

 

※市独自基準 記録の保存期間を２年間から５年間に延長 

 

参酌 
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基準の概要 類型 

第
４
章 

介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準 

指 定 介 護

予 防 支 援

の 基 本 取

扱方針 

・指定介護予防支援は，利用者の介護予防に資するよう行われ，

医療サービスとの連携に十分配慮する。 

・目標志向型の介護予防サービス計画を策定する。 

・事業の質の評価を行い，常に改善を図る。 

参酌 

指 定 介 護

予 防 支 援

の 具 体 的

取扱方針 

・指定介護予防支援の方針は，第２条（第５項を除く。）に規定する

基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づく具体的な取

扱方針に関する事項 

参酌 

介 護 予 防

支 援 の 提

供に当って

の留意点 

介護予防支援の実施に当たって，介護予防の効果を最大限に発

揮できるようにするための留意点 

参酌 

第
５
章 

基
準
該
当
介
護
予

防
支
援
に
関
す
る
基
準 

準用 ・指定介護予防支援事業については，一部を除き基準該当介護

予防支援の事業について準用する。 

参酌 
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（２） つくばみらい市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例

（案） 

 

基準の概要 類型 

基 本 方

針 

・包括的支援事業を実施することにより，各被保険者が可能な限り，住み慣

れた地域において自立した日常生活を営むことができるようにする。 

・運営協議会の意見を踏まえて，適切，公正かつ中立な運営を確保する。 

参酌 

 

職員に係

る基準及

び該当職

員 の 員

数 

・一のセンターが担当する区域における第１号被保険者の数が概ね３，０００

人以上６，０００人未満ごとに置くべき員数（専従・常勤） 

原則として， 

・保健師 その他これに準ずる者 １人 

・社会福祉士 その他これに準ずる者 １人 

・主任介護支援専門員 その他これに準ずる者 １人 

 

・上記の規定にかかわらず，運営協議会が認めた場合は次のとおり 

 

担当する区域における

第１号被保険者数 

人員配置基準 

概ね１，０００人未満 保健師等・社会福祉士等・主任介護支

援専門員等のうちから１人又は２人 

概ね１，０００人以上 

２，０００人未満 

保健師等・社会福祉士等・主任介護支

援専門員等のうちから２人（うち１人は

専従・常勤） 

概ね２，０００人以上 

３，０００人未満 

専従・常勤の保健師等及び専従・常勤

の社会福祉士等又は主任介護支援専

門員等のいずれか１人 
 

従う 

 

 

（緩和措置） 

茨城県市長会においては，国に対し，上記の「第１号被保険者の数が概ね３，０００人以上６，００

０人未満ごとに置くべき員数」について，人事環境上などから確保が難しい実情を踏まえ，市町村が

公布する条例に十分な期間の経過措置を付することや「努める」といった努力目標的な表現を加味

するなど，緩和措置の要望を行っています。 

今後，国において前述の緩和措置に係る所要の手続きがなされた場合には，本市においても当

該条例案の修正をしていきます。 

 


